
水防法・土砂災害防止法に係る各種取組に関する説明会 

 
 
 
 
 
 
 

平成30 年10 月１日（月） 14:00～16:00 
平成30 年10 月４日（木）  9:30 ～11:30 

 
会場：豊田市役所 東庁舎７階 東大会議室３・４ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 水防法、土砂災害防止法の改正内容について 

２ 市内の浸水想定区域、土砂災害警戒区域の指定状況 

３ 避難確保計画の作成方法について 

（１）洪水編の避難確保計画作成方法 

（２）土砂災害編の避難確保計画作成方法 

（３）災害時の情報収集・伝達手段 

  ・情報収集手段（国・県関係HP、各種サービス紹介） 

  ・市からの避難情報 

４ 作成した計画の提出方法について 

５ 今後の取組事項について 

 ・オープンハウス方式による作成支援・相談会 

 

本日の説明内容 



１ 水防法、土砂災害防止法の 
改正内容について 

愛知県 建設部 河川課 

 



水防法・土砂災害防止法の改正 
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浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施
設の管理者等は、避難確保計画の作成・避難訓練の実
施が義務※となりました。 

※対象施設は市町村地域防災計画に定められた施設 

要配慮者利用施設：社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として 
         防災上の配慮を要する方々が利用する施設 



水防法・土砂災害防止法の改正 

① 避難確保計画の作成 
 「避難確保計画」とは、水害や土砂災害が発生するおそれが
ある場合における利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図る
ために必要な次の事項を定めた計画 

 

 

 

② 市町村長への報告 
 避難確保計画を作成・変更したときは、市町村長に報告
する必要があります。 

③ 避難訓練の実施 
 避難確保計画に基づいて避難訓練を実施します。 
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・防災体制・避難誘導 ・施設の整備 ・防災教育及び訓練の実施 
・自衛水防組織の業務（※水位防法に基づき自衛水防組織を置く場合） 
・その他利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置 に関する事項 



① １時間降水量50ミリ以上の 
  年間発生回数 （1976年～） 
②日降水量100ミリ以上の 
  年間日数 (1900年～) 
③雨の降る日（日降水量1.0ミリ 
  以上）の年間日数（1900年～） 

• “非常に激しい雨” や大雨の頻度は増加傾向。 
• 一方、降水日数は減少傾向。 

１ ２ 

３ 
6 

■ 極端な雨の変化傾向 
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避難に時間のかかる方と、その 
手助けをする方は速やかに避難 

特別警報 

広範囲で数十年に一度の大雨 

重大な災害が起こるおそれが著しく大きいときに発表。 

重大な災害とは 被害が広範囲に及ぶ、または激甚な被害をもたらす災害をいう 

警報 

数時間～2時間前 重大な災害が起こるおそれがある 

注意報 

半日～数時間前 災害が起こるおそれがある 

気象情報 

大雨の約1日前 
大雨の可能性が高くなる 

気象情報・空の変化に注意 

災害に備えた 早めの準備 

土砂災害警戒情報 

指定河川洪水予報 

記録的短時間 
大雨情報 

市町村からの 
避難情報 

避難準備・高齢者
等避難開始： 

お年寄りの方や、体の
不自由な方、小さな
子ども連れの方は、先
に避難を開始 

避難勧告 

・速やかに（または直ちに）避難 
・移動が困難な場合は、 
 家や施設の中の安全な 
 場所へ（垂直避難） 

避難指示(緊急) 

※「避難準備情報」、「避難指示」の名称は、平成２８年１２月２６日に変更されました。  

■ 段階的に発表する防災気象情報の活用 



過去の水害の振り返り 
平成28年 台風10号による小本川の被害概要 （平成28年9月16日時点） 
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出典）「水害・土砂災害に備えて ～洪水等に対する警戒避難について～  
   国土交通省 北陸地方整備局 河川部 水災害予報センター」資料より 



１．過去の水害の振り返り 
 平成28年 岩泉町の高齢者グループホームの被害に関する主な動き 

【施設管理者】：避難行動に踏み切れなかった。 

被災した要配慮者施設では避難マニュアルがなかったため具体な行動として何
をすればよいかわからなかった。 

『避難準備情報』の意味が、「要配慮者を避難させるための情報」であること
が、施設管理者に理解されていなかった。（9:00頃に町全域に発令） 

町からの状況報告依頼（16:40）があり、理事が町役場に向かい、16:55撮影
時点では地盤面から20ｃｍほど低い水位を報告。その時点では５年前の台風の
浸水被害実績から、２時間ほど余裕があるため、避難を開始する必要はないと
理事は判断。 

施設では、急に水位が上がってきたため、管理者が利用者をベッドの上等に誘
導したものの、その後、大量の水が一気に流れ込んできて、施設の１階は水没。
（19:45） 

出典）内閣府 避難勧告の判断・伝達マニュアルの作成ガイドラインに関する検討会（第１回）資料を一部・加筆修正 

【行政】 

小本川は水位周知河川に指定されておらず、県は浸水想定区域も公表していな
かった。 

町は、避難勧告の発令基準を満たしていることを認識していたが、住民からの
電話対応に追われ、町長に報告されなかった。（17:20） 



時刻  8月30日の主な動き  

5：19   盛岡地方気象台が岩泉町に大雨警報を発表 

9：00頃  岩泉町が町内全域に避難準備情報を発令 

10：16  盛岡地方気象台が岩泉町に大雨警報に加え、洪水警報を発表 

13：30頃  通所に1時間以上を要する人もいることから、通所者は家に送った。 

14：00頃  岩泉町の防災担当者が水位を確認しながら数回に分けて本団分団長に連絡し状況を確認し、避難勧告を発令（安家（あっか）地区の一部133世帯（小本川
流域外）） 

15：00頃   岩泉町は、総務課長以下5人が避難関連の実務を担っていたが、外部からの代表電話が総務課に繋がるようになっていたこともあり、15時頃から上流域で
の被害情報の電話が入り始め、その対応に追われる状況となり、対応する職員を5人から10人に増員した   

16：40頃 
 

 岩泉町から社会福祉施設に対して状況確認の依頼がきた。それを受け、社会福祉施設の理事自身で撮影した川のビデオ映像（16:55撮影時点では地盤面か
ら20ｃｍほど低い水位）を役場に見せるため、理事が町役場に向かい、小本川の状況を報告。その時点では避難を開始する必要はないと理事は判断。５
年前の台風の浸水被害実績から、２時間ほど余裕があると判断していた。  

16：47   盛岡地方気象台次長から岩泉町総務課総務文書室長に対し電話  
 「岩泉町では、50年に一度に相当する記録的な大雨になっている。2～3時間は強い雨が続く見込み。引き続き厳重な警戒をお願いする。」  

 
17：20頃  
 

  岩手県岩泉土木センターから岩泉町役場に電話  
 「赤鹿水位観測所では、30日17時20分に氾濫注意水位2.50mを超過し、今後も上昇する見込みがあるので注意するように」（岩手県の水防計画においては、

水防活動の参考とするため水位を通報することとしていた）  
 岩泉町は、避難勧告の発令基準を満たしていることを認識していたが、住民からの電話対応に追われ、町長に報告されなかった。  

17：30頃   理事が役場から戻った。駐車場が浸水し始めていたため、車を近くの高台に上げた後に楽ん楽んの入所者をふれんどりー岩泉に避難させようと考えた。
管理者の他に３名いた楽ん楽んの日勤職員については、台風で帰宅が困難になると判断し、駐車場から車を動かすのにあわせて帰宅させた。車を順次高
台へと移動させていったが、４往復目には氾濫流にハンドルをとられ、理事は社会福祉施設に戻れなくなった。その後、社会福祉施設まで歩いて移動し
ようとしたが、氾濫流に飲み込まれた。 

17：30頃  台風第10号が岩手県大船渡市付近に上陸  

18：00頃 
 

 18時11分に夜勤職員から楽ん楽ん管理者の携帯に、風が強いため弱まってから出勤したいという連絡があった。その後、携帯の電波も不安定になった。
この夜勤職員は19時頃に風が弱まったので出勤しようとしたが、道が壊れていて出勤できなかった。  

 楽ん楽んでは、急に水位が上がってきたため、管理者が利用者をベッドの上等に誘導したものの、その後、大量の水が一気に流れ込んできた。グループ
ホーム管理者は、水中で身動きがとれない中、怖くてベッドから降りてきた利用者１名を抱きかかえ、柱にしがみついていた。  

 ふれんどりー岩泉には職員が８人おり、１階で浸水に気付いた職員が２階にいる職員に知らせようと建物内を歩いているうちに、１階（居室なし）から
２階に上がる階段の半ばまで水位が上がってきたため、２階にいた入所者を３階に避難させた。エレベータが使用できなかったため、階段により１人ず
つ避難させた。避難完了は19時頃。  

19：45頃    楽ん楽んの１階が水没（天井近くの時計がこの時刻で停止）  

出典）内閣府 避難勧告の判断・伝達マニュアルの作成ガイドラインに関する検討会（第１回）資料を一部・加筆修正 

岩泉町全般、役場に関すること 
 
被災した社会福祉施設に関すること 

【参考資料】過去の水害の振り返り 

 被害当日の要配慮者利用施設の対応状況は下表のとおりでした。 

 計画を作る前に、この資料を読んで、イメージしてみてください。 
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２ 市内の浸水想定区域の 
指定状況 

愛知県 建設部 河川課 



洪水予報河川、水位周知河川の指定 

洪水により、相当な損害を生じるおそれがある河
川を洪水予報河川、水位周知河川に指定 
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水防法に基づく「水位情報」及び
「洪水浸水想定区域図」公表河川 

木曽川、長良川、庄内川、矢田川、

矢作川、豊川、豊川放水路  

（７河川） 

○全て洪水予報河川 



浸水想定区域図 

浸水想定区域図は、洪水予報河川・水位周知河川
が氾濫した場合に浸水が想定される区域を示す図 
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（例：矢作川） 



浸水深と建物のイメージ 

浸水想定区域図には、その地点での浸水想定深
（想定される水の深さ）が示されています。 

16 



浸水想定区域図の確認方法 

国・県のＷＥＢサイトからダウンロード 

17 



簡易な浸水想定深の確認方法 

国・県では浸水想定区域図を簡単に確認するサー
ビスを提供しています 
国土交通省「重ねるハザードマップ」 

愛知県「マップあいち 水害情報マップ」 
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簡易な浸水想定深の確認方法 

国・県では浸水想定区域図を簡単に確認するサー
ビスを提供しています 
国土交通省「重ねるハザードマップ」 

愛知県「マップあいち 水害情報マップ」 

19 



目安となる河川水位 

水位情報と水位名称、避難行動発令等の目安 
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（氾濫危険情報） 

（氾濫警戒情報） 

（氾濫注意情報） 
⓪（注意体制確立） 

洪水予報河川 水位周知河川 
（リードタイム） 

（リードタイム） 

（警戒体制確立） 

（非常体制確立） 

氾濫注意水位 

水位名称 避難行動発令等 

利用者の避難開始目安！ 

矢作川 
（高橋・岩津・米津） 

籠川（京町） 
逢妻女川（千足） 



２ 市内の土砂災害警戒区域の指定状況 

愛知県建設部 砂防課 

平成３０年１０月 



土砂災害の種類（どのような現象か） 

がけ崩れ 土石流 地滑り 

イラスト提供： 
 NPO法人  
 土砂災害防止広報センター 

急な斜面が突
然崩れ落ちる
現象。 

雨水が地中に
しみ込んで地
盤が緩んだり、
地震の揺れに
よって発生しま
す。 

山や谷の土が大雨などで崩れ、水と一
緒になって、ものすごい勢いでふもとに
向って流れ下る現象。 

谷を削りながら、太い木も根こそぎ倒し
て、谷の出口から広がって氾濫します。 

わりあい緩い傾きの斜面が、広い範
囲に渡って、滑り落ちていく現象。 

家や田畑、生えている木なども一緒に、
地面が大きな塊のまま動きます。 

小牧市 大山地区 
（H12東海豪雨によるがけ崩れ災害） 

豊田市 河上瀬川 
（H12東海豪雨による土石流災害） 

長野県長野市 地附山 （写真：長野県提供） 
（S60地附山地滑り災害） 



土砂災害のおそれのある場所（どこが指定されるか） 

がけ崩れ 土石流 地滑り 

■急傾斜地の崩壊 （がけ崩れ） 
 イ 急傾斜地（傾斜度が30度以上で高さが5ｍ以上の区域） 
 ロ 傾斜地の上端から水平距離が10ｍ以内の区域 
 ハ 急傾斜地の下端から急傾斜地の高さの2倍（50ｍを超える場合は50ｍ）以内の区域 
 

■土石流 
 土石流の発生のおそれのある渓流において、扇頂部（谷の出口）から下流で勾配が2度以上の区域 
 

■地滑り 
 イ 地滑り区域（地滑りをしている区域または地滑りをするおそれのある区域） 
 ハ 地滑り区域の下端から、地滑り地塊の長さに相当する距離（250ｍを超える場合は250ｍ）の範囲内の区域 

土砂災害特別警戒区域（通称：レッドゾーン） 

土砂災害が発生した場合に、住民等の生命又は身体 
に危害が生じるおそれがある区域が指定されます。 

土砂災害が発生した場合に、建築物に損壊が生じ、 
住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれ 
がある区域を指定が指定されます。 

土砂災害警戒区域（通称：イエローゾーン） 

（ 

５
ｍ 

以
上 

） 

（谷の出） 



土砂災害警戒区域等の指定状況 

【土砂災害のおそれのある箇所】 
 

○ 愛知県内における土砂災害のおそれのある箇所は17,783箇所 
 

○ 17,783箇所のうち、約3割の5,297箇所が豊田市内に存在 
 

 
【土砂災害警戒区域等の指定】  H30.9末現在 
 

○ 県内全域 
        区域指定済 12,308箇所 
 

○ 豊田市 
        区域指定済   4,913箇所 
 

○ 平成31年度末までにすべての箇所を調査完了し、 
 

   平成32年度末までに指定完了を予定 



土砂災害警戒区域等の指定状況 

【豊田市内の土砂災害警戒区域等】 
 

誰でも簡単にｲﾝﾀｰﾈｯﾄの「マップあいち（土砂災害情報マップ）」で 

土砂災害警戒区域等の位置を確認することができます！！ 



①愛知県公式WEBページで 

 「マップあいち」をクリック 

②「くらし・安全」の中から 

 「土砂災害情報マップ」をクリック 

土砂災害警戒区域等の確認方法 



吹き出しの中を一番下までスクロール 

公表中の基礎調査の結果や指定済みの土砂災害警戒区域等については、

指定書類（位置図、区域図）をＰＤＦファイルでダウンロードして確認可
能です。 

また、当該地域を所管する愛知県豊田加茂建設事務所（維持管理課）及び
豊田市役所でも指定調書の縦覧が可能です。 

基礎調査結果の公表、または区域指定が行
われると、その都度、マップに反映されます。 

区域指定済みの表示（実線） 
 

※区域の輪郭線が破線の場合は、

指定手続き中（基礎調査結果の
公表済） 

土砂災害警戒区域等の確認方法 

区域上を左クリックすると吹き出しが表示
されます。（複数区域が表示される場合は、 
クリックし選択） 

【例】 ○○こども園 



指定書類（位置図）の例 

指定書類（区域図）の例 

基礎調査結果の公表及び土砂災害警戒区域等の指定を行う際
には、砂防課WEBページで対象市町村、区域名称等をお知らせ
しています。 

土砂災害警戒区域等の確認方法 

建物や敷地に土砂災害警戒区域（黄色の
実線又は破線）が、かかっているか・いない
かの状況を確認することできます。 

【例】 ○○こども園 
 建物が土砂災害警戒区域に 
 かかっている 

（注意） 
本資料では、見やすくする 

ためにオレンジ色で着色 
加工して強調しています。 



3（1）洪水編の避難確保計画 
作成方法 

愛知県 建設部 河川課 



避難確保計画作成シート 

施設管理者などが、Excelの様式に必要事項を入力
すると、避難確保計画が作成できるツール 
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入力シート 出力シート 
「避難確保計画作成シート」

【注意！】

入力例

　 計画作成年月日 2018 年 7 月 1 日 2017年7月1日

　 施設名 特別養護老人ホーム○○

　 住所 〇〇町〇番地

　 所在市町村名 〇〇市

　 所在地区名（避難勧告等の発令先学区名） 〇〇（学区）

昼間 10名 施設職員5名　利用者10名

夜間 10名 施設職員2名　利用者10名

休日 休日設定の有無 平日と同じ／平日と異なる

10名 施設職員5名　利用者10名

浸水想定区域を持つ河川名 〇△川

浸水想定区域を持つ河川名 〇×川

浸水想定区域を持つ河川名 ▲川

避難場所名 ×〇小学校

避難場所の住所 〇町〇〇番

避難場所までの移動距離 ｍ 500m

避難場所までの移動手段 徒歩／車両　4台

※実際の〇〇市のエクセル
様式配布（例）

入力セル

・本シートは、避難確保計画を簡易に作成することを目的としたものです。このため、出力シート上に作成される計画
内容は、必ずしも各施設の状況を反映したものとはなりません。適切な計画を作成するため、各施設においてはシート
上に作成された計画内容を十分確認し、必要な場合修正してください。
・シートの性質上、文字がつぶれたりする場合がありますので、その場合は適宜エクセルシートの大きさを変えるなど
で表示内容を調整してください。
・太枠線内のピンク色付けされた部分に入力してください。
・出力シートの内容の修正は、直接出力シートに対して行ってください。
・入力シート、出力シートをすべて入力後、出力シートを３部印刷し提出してください。

　施設の収容人数の状況

利用者施設職員 5名

入力項目

（施設の情報）

○○○○○○○○施設

○○町○○番地

〇〇市

○○○

施設職員 2名 利用者

施設職員

　避難場所

×〇小学校

○

徒歩 車両の場合

○○町○○番

　対象河川①

　対象河川②（ある場合）

○×川

5名 利用者

▲川

（避難に関する情報）

（河川に係る情報）

　対象河川③（ある場合）

○△川

「避難勧告」などの避難情報は、〇〇市は学区単
位で発令します。

施設周辺で浸水を引き起こす恐れのある河川を記
入してください。
「洪水・内水ハザードマップ」などにより確認し
てください。

時間帯毎の施設職員数、利用者数を記入します。
休日の体制が平日とは異なる場合、休日設定の有
無で「平日と異なる」を選択してください。平日と異なる

避難場所を設定し、設定した場所や避難ルートが
避難時に浸水などで通行困難とならないことを確
認してください。

洪水時の避難確保計画

2018年 9月　作成

○○○○○○○○施設



避難確保計画の目次（様式で作成した場合） 

1. 計画の目的 

2. 計画の報告 

3. 計画の適用範囲 

4. 防災体制 

5. 情報収集及び伝達 

6. 避難誘導 

7. 避難の確保を図るための施設の整備 

8. 防災教育及び訓練の実施 
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あらかじめ記入済み 

施設の情報 

河川に係る情報 

避難に関する情報 

避難の確保を図るための 
施設の整備に関する情報 

教育・訓練に関する情報 

あらかじめ記入済み・必要に応じ追記 

避難経路図・別紙１に記入 



施設の情報 

施設の基本情報として、住所や職員・利用者数な
どを記入 
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入力例

　 計画作成年月日 2018 年 9 月 1 日 2018年9月1日

　 施設名 特別養護老人ホーム○○

　 住所 西町3丁目60番地

　 所在市町村名 豊田市

　 所在町名（避難勧告等の発令先） 西町

　 施設の該当区域（気象警報等の発表区域） 豊田市西部／豊田市東部

昼間 10名 施設職員5名　利用者10名

夜間 10名 施設職員2名　利用者10名

休日 休日設定の有無 平日と同じ／平日と異なる

10名 施設職員5名　利用者10名

時間帯毎の施設職員数、利用者数を記入します。
休日の体制が平日とは異なる場合、休日設定の有
無で「平日と異なる」を選択してください。平日と異なる

「避難勧告」などの避難情報は、豊田市は町名単
位で発令します。

旭支所管内・足助支所管内・稲武支所管内・下山
支所管内は豊田市東部、それ以外の区域は豊田市
西部

5名 利用者

施設職員 2名 利用者

施設職員

入力セル

　施設の収容人数の状況

利用者施設職員 5名

入力項目

（施設の情報）

○○○○○○○○施設

○○町○○丁目○○番地

豊田市

○○町

豊田市西部

2．計画の報告
　計画を作成及び必要に応じて見直し・修正をしたときは、水防法第15条の3第
2項に基づき、遅滞なく、当該計画を市町村長へ報告する。

10名 5名

10名 5名

10名 2名

昼間・夜間 休日

1．計画の目的 

 この計画は、水防法第15条の3第1項に基づくものであり、本施設の利用者の洪
水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。

3．計画の適用範囲 

人　　　　　数

昼間 昼間

【施設の状況】

　この計画は、本施設に勤務又は利用する全ての者に適用するものとする。

利用者 施設職員 利用者 施設職員

夜間 夜間

休日 休日

入力シートに入力した内容は 
出力シートに反映されます 

入力シートに記入 



河川に係る情報 

豊田市からの情報を確認し、矢作川・籠川・逢妻
女川の、どの河川の浸水想定に該当かを確認 

 

 

 

出力シートの防災体制への 
「避難トリガー」の水位名 
称を河川に合わせて修正する 
 矢作川 →氾濫注意情報 

     氾濫警戒情報 
     氾濫危険情報 

 籠川  →氾濫注意水位到達 
逢妻女川 避難判断水位到達 
     氾濫危険水位到達 
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浸水想定区域を持つ河川名 矢作川

浸水想定区域を持つ河川名 籠川

浸水想定区域を持つ河川名 逢妻女川

施設周辺で浸水を引き起こす恐れのある河川を記
入してください。
どの河川が対象となるのかは、「要配慮者利用施
設一覧」などで確認してください。

　対象河川①

　対象河川②（ある場合）

（河川に係る情報）

　対象河川③（ある場合）

 豊田市西部に大雨・洪水警報発表










施設内全体の
避難誘導

使用する資器
材の準備

避難誘導要員

以下のいずれかに該当する場合

4．防災体制 

洪水予報等の
情報収集

情報収集伝達
要員

以下のいずれかに該当する場合
活動内容 対応要員体制確立の判断時期

氾濫注意情報発表

　 連絡体制及び防災体制は、以下の通りとする。

【防災体制確立の判断時期及び役割分担】

○○町に避難準備・高齢者等避
難開始の発表

周辺住民への
事前協力依頼

情報収集伝達
要員

要配慮者の避
難誘導

避難誘導要員

氾濫警戒情報発表

避難情報等の
情報収集

情報収集伝達
要員

保護者への事
前連絡

情報収集伝達
要員

　表内の事項のほか、統括管理者の指揮命令に従うものとする。

氾濫危険情報発表

避難誘導要員以下のいずれかに該当する場合

○○町に避難勧告又は避難指示
（緊急）の発令

注
意
体
制
確
立

警
戒
体
制
確
立

非
常
体
制
確
立

入力シートに記入 



避難に関する情報 

避難先・距離・移動手段などを入力 
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避難場所名 童子山小学校

避難場所の住所 御幸町１丁目６０番地

避難場所までの移動距離 ｍ 500m

避難場所までの移動手段 徒歩／車両　4台

施設の３階

避難場所を設定し、設定した場所や避難ルートが
避難時に浸水などで通行困難とならないことを確
認してください。

避難に伴うリスクを踏まえ、必要がある場合、屋
内安全確保を図る場所を設定してください。

（避難の確保を図るための施設の整備に関する情報）

（避難に関する情報）

　屋内安全確保を図る場所

施設の３階

　避難場所

○○小学校

○

徒歩 車両の場合

○○町○○丁目○○番地

6．避難誘導 
(1)避難先

　避難先までの移動手段は、以下の通りとする。

(2)避難経路

  避難先までの避難経路については、「別紙１　避難経路図」のとおりとす
る。

(3)避難誘導

　避難場所及び屋内安全確保を図る場所は下表のとおりとする。また、悪天候
の中の避難や、夜間の避難は危険を伴うことから、施設における想定浸水深が
浅く、建物が堅牢で家屋倒壊のおそれがない場合、屋内安全確保を図るものと
する。その場合は、備蓄物資を用意する。

避難場所

屋内安全確保

移動距離 移動手段名　称

○○小学校

施設の３階

○m 徒歩

施設の高さと想定浸水深を
比較して、屋内安全確保が
できるかも確認する 

入力シートに記入 



別紙１ 避難経路図 

豊田市洪水ハザードマップなどを確認して、避難
経路図を作成し、別紙１に貼り付け 
合理的な避難場所を設定する 

経路内に冠水しやすい道路や 
アンダーパスがないように確認 

あふれやすい水路にも注意する 

ルートも複数あるとよい 
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別紙１

施設所在地 ○○町○○丁目○○番地

避難場所 ○○町○○丁目○○番地

【施設周辺の避難経路図】

避難経路図

施設及び避難先の位置と、施設から避難先までの避難ルートを
貼り付けて下さい。

　洪水時の避難先は、「豊田市洪水ハザードマップ」、「豊田市防災カルテ」
などを確認し、以下の場所とする。
「豊田市洪水ハザードマップ」
http://www.city.toyota.aichi.jp/kurashi/bousaibouhan/1002342.html
「豊田市防災カルテ」
http://www.city.toyota.aichi.jp/kurashi/bousaibouhan/bousai/1020558.html

別紙１に記入 



情報収集及び伝達 

豊田市があらかじめ記入した情報源を確認する 
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収集する情報
気象情報



洪水予報

水位到達情報
水位情報 





※

※

インターネット

ラジオ

停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話を活用して情報を収集するも
のとし、これに備えて、乾電池、バッテリー等を備蓄する。

(2)      情報伝達
①「施設内緊急連絡網」に基づき、また館内放送や掲示板を用いて、体制の確
立状況、気象情報、避難情報等の情報を施設内関係者間で共有する。

5．情報収集及び伝達 

(1)    情報収集

提供される情報に加えて、雨の降り方、施設周辺の水路や道路の状況、
斜面に危険な前兆が無いか等、施設内から確認を行う。

収集方法

豊田市の避難情報に係る緊急速報メール
電子メール（緊急メールとよた）※登録制
テレビ・ラジオ

同報無線（防災スピーカー）
防災ラジオ

②豊田市から利用者の避難状況や安否情報の提供を求められる場合があるた
め、情報を整理しておく。

避難準備・高
齢者等避難開
始
避難勧告
避難指示（緊
急）

気象庁HPの洪水予報のサイト
（http://www.jma.go.jp/jp/flood/）

テレビ

気象庁HP（http://www.jma.go.jp/）

インターネット

国土交通省　川の防災情報
 (http://www.river.go.jp/)

インターネット
豊田市サイト(http://www.city.toyota.aichi.jp/)

n 収集する主な情報及び収集方法は、以下のとおりとする。

他にも施設で利用
できる情報源があ
れば記入する 

出力シートを確認・追記 



避難の確保を図るための施設の整備に関する情報 
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入力シートに記入 

テレビ 有 有りの場合→ 台 無／有　3台

ラジオ 有 有りの場合→ 器 無／有　5器

タブレット端末 有 有りの場合→ 台 無／有　2台

ファックス 有 有りの場合→ 台 無／有　2台

携帯電話 有 有りの場合→ 台 無／有　5台

携帯電話用バッテリー 有 有りの場合→ 個 無／有　3個

乾電池 有 有りの場合→ 個 無／有　20個

その他

従業員名簿 有 無／有

利用者名簿 有 無／有

案内旗 有 有りの場合→ 枚 無／有　1枚

携帯電話 有 有りの場合→ 台 無／有　5台

携帯電話用バッテリー 有 有りの場合→ 個 無／有　3個

拡声器 有 有りの場合→ 台 無／有　1台

懐中電灯 有 有りの場合→ 台 無／有　5台

乾電池 有 有りの場合→ 個 無／有　20個

ライフジャケット 有 有りの場合→ 着 無／有　10着

蛍光塗料 無 有りの場合→ 個 無／有　1個

その他

水 有 有りの場合→ 日分 無／有　3日分

食料 有 有りの場合→ 日分 無／有　3日分

寝具 有 有りの場合→ 人分 無／有　10人分

防寒具 有 有りの場合→ 人分 無／有　10人分

その他

おむつ 有 有りの場合→ 枚 無／有　100枚

おしりふき 有 有りの場合→ 枚 無／有　100枚

おやつ 無 有りの場合→ 個 無／有　30個

おんぶひも 無 有りの場合→ 個 無／有　3個

その他

ウエットティッシュ 有 有りの場合→ 枚 無／有　100枚

ゴミ袋 有 有りの場合→ 枚 無／有　10枚

タオル 有 有りの場合→ 枚 無／有　10枚

その他

土のう 無 有りの場合→ 個 無／有　20個

止水板 無 有りの場合→ 台 無／有　2台

その他

　情報収集・伝達に係る機材等

1

2

5

20

5

2

1

3

3

10

10

100

100

100

10

100

（避難の確保を図るための施設の整備に関する情報）

3

　避難誘導に係る機材等

　屋内安全確保に係る機材等

　施設利用者に係る機材等

　その他の機材等

2

　浸水を防ぐための機材等

2

1

1

2

20

避難誘導

おむつ100枚、おしりふき100枚

情報収集・伝
達

テレビ3台、ラジオ2器、タブレット端末1台、
ファックス1台、携帯電話2台、携帯電話用バッ
テリー2個、乾電池20個
従業員名簿、利用者名簿、案内旗1枚、携帯電
話2台、携帯電話用バッテリー2個、拡声器1
台、懐中電灯5台、乾電池20個、ライフジャ
ケット5着

利用者

屋内安全確保

そのほか ウエットティッシュ100枚、ゴミ袋10枚、タオ
ル100枚

備　蓄　品

浸水を防ぐための対策

7．避難の確保を図るための施設の整備 

 情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する施設及び資器材については、下表
「避難確保資器材等一覧」に示すとおりである。

 これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。

避難確保資器材等一覧

水3日分、食料3日分、寝具10人分、防寒具10人
分

情報収集手段と機材の 
対応に注意 



教育・訓練に関する情報 
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研修対象者① 新規採用の従業員

研修実施月① 月 4月

研修の内容① 防災情報及び避難誘導

研修対象者② 全従業員

研修実施月② 月 5月

研修の内容② 防災情報及び避難誘導

訓練対象者① 新規採用の従業員

訓練実施月① 月 4月

訓練の内容① 情報収集・伝達及び避難誘導

訓練対象者② 全従業員及び利用者

訓練実施月② 月 5月

訓練の内容② 情報収集・伝達及び避難誘導

（教育・訓練に関する情報）

情報収集・伝達及び避難誘導

情報収集・伝達及び避難誘導

　訓練実施（毎年）

　研修実施（毎年）

防災情報及び避難誘導

新規採用の従業員

全従業員及び利用者

4

5

全従業員及び利用者

新規採用の従業員

4

5

防災情報及び避難誘導

　毎年4月に新規採用の従業員を対象に防災情報及び避難誘導に関する研修を実
施する。毎年5月に全従業員及び利用者を対象に防災情報及び避難誘導に関する
研修を実施する。

　毎年4月に新規採用の従業員を対象として情報収集・伝達及び避難誘導に関す
る訓練を実施する。毎年5月に全従業員及び利用者を対象として情報収集・伝達
及び避難誘導に関する訓練を実施する。

 従業員、施設利用者等への防災教育及び訓練は、以下の通り実施する。

8．防災教育及び訓練の実施

■防災に係る研修

■防災訓練

職員のうち研修対象者、 
実施時期・内容などを記入 

訓練対象者、 
実施時期・内容などを記入 

入力シートに記入 



避難確保計画の任意提出部分について 

個人情報などを含み、随時更新が行われる部分に
ついては、任意提出になっています。 
（Excel様式とは別のword様式で作成できます。） 
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１０ 防災教育及び訓練の年間計画作成例 
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10 防災教育及び訓練の年間計画作成例 
 

 

 

 

様式７ 

防災体制の確立・ 

避難確保計画の年度版作成 

従業員への防災教育 

入所施設 

情報伝達訓練 

従業員の非常参集訓練 

避難訓練 

避難確保計画の更新 

通所施設 

情報伝達訓練 

保護者への引き渡し訓練 

情報収集伝達要員・避難誘導要員の任命や外

部からの支援体制等を確認し、避難確保計画

に反映します。 

施設利用者への防災教育 

○避難確保計画等の情報の共有 
○過去の被災経験や災害に対する知恵の伝承 

など 

○水害の危険性や避難場所の確認 
○緊急時の対応等に関する保護者、家族への

説明 など 

○従業員の緊急連絡網の試行 
○保護者への情報伝達手段（メール・電話

等）の確認、情報伝達の試行 など 

○保護者の緊急連絡網の試行 
○連絡後、全施設利用者を保護者に引き

渡すまでにかかる時間の計測 など 

○従業員の緊急連絡網の試行 
○家族等への情報伝達手段（メール・電話

等）の確認、情報伝達の試行 など 

○従業員の緊急連絡網の試行 
○連絡後、全従業員の参集にかかる時間の

計測 など 

○防災体制と役割分担の確認、試行 
○施設から避難場所までの移動にかかる時間

の計測 など 

避難を円滑かつ迅速に確保するために、避難確

保計画に基づく訓練を実施し、必要に応じて計

画を見直します。 

実施予定

月日 
（  月  日） 

 

実施予定

月日 
（  月  日） 

 
実施予定

月日 
（  月  日） 

 

実施予定

月日 
（  月  日） 

 
実施予定

月日 
（  月  日） 

 

実施予定

月日 
（  月  日） 

 
実施予定

月日 
（  月  日） 

 

実施予定

月日 
（  月  日） 

 
実施予定

月日 
（  月  日） 

 
実施予定

月日 
（  月  日） 

 

実施予定

月日 
（  月  日） 

 



１１ 施設利用者緊急連絡先一覧表 
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１２ 緊急連絡網 
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１３ 外部機関等への連絡先一覧表 
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１４ 対応別避難誘導方法一覧表 
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１５ 防災体制一覧表 
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消防計画への追記による避難確保計画の作成 

46 



３（２） 
避難確保計画の作成方法について 

 
（土砂災害編） 

 
      (1)避難確保計画作成方法 
      (2)災害時の情報収取・情報伝達 
 

愛知県建設部砂防課 
企画 ・ 防災 グループ 



 避難確保計画作成方法（１） 

□ 避難確保計画の構成 
 

 １ 【目的】 

 ２ 【計画の報告】 

 ３ 【計画の適用範囲】 

 ４ 【防災体制に関する事項】 

   （１）「各班の任務と組織」 

   （２）「事前対策」 

   （３）「情報収集及び伝達」 

 ５ 【避難誘導に関する事項】 

 ６ 【避難の確保を図るための施設の整備に関する事項】 

 ７ 【防災教育及び訓練の実施に関する事項】 



 避難確保計画作成方法（２） 

□ 避難確保計画作成シート 
 

 土砂災害に関する避難確保計画を容易に策定することができる避難確保計画 

 作成シート（エクセル入力シート）があります。 

  
○ 入力シート（入力用） ○ 出力シート（印刷用） 

＊入力シートに必要事項を記入後、出力シートで印刷します。 



 避難確保計画作成方法（３）・入力項目（１） 

○ 入力シート 
・市町村による「避難準備・高
齢者等避難開始」「避難勧告」
「避難指示（緊急）」の発令の
対象となる、施設の所在地の
地区名を記載。 

・時間帯毎の施設職員数、利
用者数を記入します。 
 休日の体制が平日と異なる
場合、休日の有無で「平日と異
なる」を選択してください。 

□ 施設の情報、施設の収容人数の状況 



 避難確保計画作成方法（４）・入力項目（２） 

・指揮班、情報収集班、避難
誘導班に分担されます。＊ 

□ 組織構成（職員の役割分担） 

・土砂災害の恐れがある時の
施設職員の役割分担や、勤務
時間内外の参集体制を記入し
てください。 

＊【補足説明】 
・指揮班：施設管理者を支援し、各班へ必要な事項を指示する。 
・情報収集班：テレビ、インターネット等を活用した情報収集、がけ崩れ等の前兆現象の把握や被害情報などを
収集し、指揮班、避難誘導班に必要事項を報告・伝達する。 
・避難誘導班：避難準備・高齢者等避難開始の情報が発令された場合、がけ崩れ等の前兆現象などを発見した
場合に、利用者等を安全な場所へ避難誘導する。 

・昼間だけでなく、夜間につい
ても体制を確保しておくことが
必要です。 



 避難確保計画作成方法（５）・入力項目（３） 

□ 緊急連絡先 

・災害発生の恐れがある場合や災害発生
時には、情報の共有が重要になります。
そのため、施設職員間や施設内外の情報
の伝達手段、伝達ルートのほか、避難す
る際に協力を要請する町内会、病人、け
が人が出た際に受けてもらう病院や診療
所等の連絡先（昼間・夜間）などを記入し
た連絡体制表を作成することが重要です。 

・連絡体制表は、市町村役場、自主防
災組織、消防署、警察署等の関係先と
共有し、災害の危険性が高まった際の
連絡先を明確にしておくことが重要です。 

・作成した連絡体制表は施設職員一人
ひとりに配布するとともに、施設内の職
員がいつでも確認できる場所に掲示し
ておくことが大切です。 



 避難確保計画作成方法（６）・入力項目（４） 

□ 事前対策・情報収集 
【事前対策】 
・土砂災害発生の恐れがある場合におけ
る対応として、夜間当直施設職員の増員
やデイサービスの中止などについて予め
検討しておき、各施設職員の役割分担を
再認識してください。 

【情報収集】 
・あらかじめ収集する情報と入手手段を
確認してください。 
・役割分担で情報収集班の担当者は、
気象情報や災害情報等、テレビ、ラジオ、
インターネット、メール等を活用し、積極
的に情報収集することが重要です。 
・情報伝達先として、施設の緊急時連絡
先、施設内の情報伝達先及び市町村役
場等の連絡先を共有する。 
・市町村役場、消防等への伝達手段に
ついては、事前協議し、ＦＡＸ、メールの
利用決定するのが望ましい。 
・避難する恐れがある場合には、市町村
役場等及び施設利用者に連絡する。 
・避難が完了した後、また、災害による
被災の危険が無くなり、施設に戻る際に
は、市町村役場等にその旨連絡を行う。 



 避難確保計画作成方法（７）・入力項目（５） 

□ 避難場所・避難判断基準・避難行動・避難経路 

【避難場所】 
・施設から出て、警戒区域外へ立ち退き避
難を行うことが原則ですが、施設の構造、
立地、利用者の要介護度や病状等を踏ま
えて、避難行動を検討することが重要です。 

【避難行動】 
・利用者の状態と避難場所までの距離
や経路の状況等に応じて、対応可能な
避難方法を決めておく必要があります。 

【避難経路】 
・施設外に避難する際には危険な場所
（がけの下や浸水の恐れのある場所等）
を通らないように、ハザードマップ等を参
考にして避難場所まで安全に移動でき
る経路を事前に決めておくことが重要で
す。 
・避難経路図は、「出力シート」に添付し
てください（入力シートには記入する項
目はありません）。 



 避難確保計画作成方法（８）・入力項目（６） 

□ 避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

・情報収取及び伝達、避難誘導の際
に使用する施設及び資器材を備蓄
し、維持管理に努めてください。 



 避難確保計画作成方法（９）・避難確保計画作成シート入手方法 

□ 愛知県砂防課ＨＰ トピックス項目からデータを入手できます。 

「土砂災害防止法に基づく避難確保計画 

作成シートについて」をクリックして下さい 



 災害時の情報収集・情報伝達（１） 

① 土砂災害警戒情報 

 ・大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、土砂災害発生の危険度がさ
らに高まったときに、市町村長が避難勧告等の災害応急対応を適時適切に
行えるよう、また、住民の自主避難の判断の参考となるよう、対象となる市
町村を特定して警戒を呼びかける情報です。 

 ・平成19年8月31日より名古屋地方気象台と愛知県砂防課の共同で発表を
行っています。 

 ・関係市町村へは一斉指令のFAXやメールにより伝達されます。また、マスコミ
にも公表しテレビ、ラジオの速報で放送されます。 

 ・大雨警報よりさらに危険な状態を示す防災気象情報 

 ・発表単位は市町村 （豊田市は東部、西部に分かれて発表されます） 
                                                        豊田市西部：小原地区・藤岡地区・豊田地区 

                                                        豊田市東部：旭地区・足助地区・稲武地区・下山地区 

○ 対象とする土砂災害 
 「集中的に発生するがけ崩れ」と「土石流」で、地すべりは対象外です。 
 「集中的に発生するがけ崩れ」とは、土壌雨量指数が一定以上になった場合に、降雨のピーク付近である一定
の範囲で発生する崩壊です。 



１． 降雨時の情報に土砂災害発生の危険性を提供する情報  

  ①土砂災害警戒情報 

   ・気象台と砂防課の共同で発表する気象情報（市町村単位で発表） 
    ・緊急速報メールや愛知県砂防課ＨＰ（土砂災害防災情報）等で確認 
    できます。 

  ②土砂災害危険度情報 

   ・市町村や住民の警戒避難のため土砂災害警戒情報を補足する情報 
    ・土砂災害警戒情報が市町村単位で発表されるため、市町村が避難 
          勧告等や住民の自主避難等の判断を行うときの参考としてもらうため 
     に、土砂災害危険度を１㎞メッシュで示しています。 
    ・愛知県砂防課ＨＰ（土砂災害防災情報）で確認できます。 
 

平成１３年度より運用していた「土砂災害予警報」は、平成１９年度より、①②に切り替えています。 

２． 土砂災害発生の恐れのある箇所を提供する情報 

  ③土砂災害危険箇所 

    ・土砂災害（土石流、がけ崩れ、地すべり）の危険性のある箇所 
  ④土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域 

    ・土砂災害防止法に基づき、土砂災害の危険性を示した区域 

 災害時の情報収集・情報伝達（２） 

② 土砂災害関連情報 



県砂防課 

名古屋地方 
気象台 

県防災局 

ＴＶ・ラジオ 

共同発表 

住 
 
 
民 
 

③土砂災害警戒情報及び関連情報の伝達ルート 

ホームページ 

 災害時の情報収集・情報伝達（３） 

注意喚起情報 土砂災害警戒情報 

一斉指令 
FAX､メール 

一斉指令 
FAX､メール 

速 報 

市町村 
建 設 
事務所 

FAX 

FAX TEL 
防災無線等 

緊急速報メール ・ ホームページ 



 土砂災害警戒情報 

土砂災害警戒情報に関する緊急速報メールの配信 

 緊急速報メール 

＊豊田市の土砂災害警戒情報の発表単位は、西部と東部に分かれますが、緊急速報メールは西部・東部の分けなく豊田市全域に配信されます。 



「土砂災害危険度情報」 

・極めて危険（濃紫色） 

すでに土砂災害警戒情報の基準に到達。 

・非常に危険（紫色） 

２時間先までに土砂災害警戒情報の基準に到
達すると予想 

・危険（薄紫色） 
３時間先までに土砂災害警戒情報の基準に到
達すると予想 

・警戒（赤色） 

２時間先までに警報基準に到達すると予想 

・注意（黄色） 

２時間先までに注意報基準に到達すると予想 

 土砂災害危険度情報 

土砂災害危険度情報の見方（２） 

〈 拡 大 〉 

土砂災害危険度 
１ｋｍメッシュで、レベル１～４の色分けで
表示されます。 



 土砂災害危険度情報 

土砂災害危険度情報の見方（３） 

土砂災害危険度情報の機能 

ココにチェックを入れる
と危険箇所や警戒区
域が表示されます。 

・図の拡大 

・土砂災害危険箇所、土砂災害警戒
区域等の表示 

観測精度等を考慮すると、このメッシュが危険で
はなく、このメッシュ及びその周辺が危険と考える
必要があります。 

図上をクリックすると
図が拡大されます。 



〈参考〉気象庁HP 土砂災害警戒判定メッシュ情報 

愛知県の範囲：http://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/329.html?areaCode=329 63 

土砂災害警戒判定メッシュ情報は、土
壌雨量指数及び降雨の実況・予測に基
づいて、土砂災害発生の危険度を5km四
方の領域（メッシュ）毎に階級表示し
た情報で、分布図で表示します。  
10分毎に更新しています。 



３（３）災害時の情報収集・伝達手段 

情報収集手段（国・県関係HP、各種サービス紹介） 



水位を予報・周知する河川 

香流川 

大山川 

蟹江川 

籠川 

 扇川 

阿久比
川 

乙川 

広田川 音羽川 

佐奈川 

柳生川 

梅田川 

日光川 

天白川 
境川 

逢妻川 

矢作古川 

猿渡川 

洪水予報 
指定済み河川 

    H14.5.31 新川 
内津川 

福田川 

領内川 

青木川 木曽川
（国管理） 

庄内川
（国管理） 

矢作川
（国管理） 

豊川放水路
（国管理） 

豊 川
（国管理） 

水位周知河川 
指定済み河川 

水位周知河川 
指定済み河川 
（平成21年度） 

H21.6.1大山川、領内川、青木川、福田川、阿久比
川、      
     猿渡川、佐奈川、五条川（上流） 

７河川(五条
川（上流）除く 

H17.7.1 矢作古川 
H19.6.1 五条川、矢田川、山崎川、内津川、扇川、 
     香流川、蟹江川、広田川、乙川、籠川、 
     逢妻女川、梅田川、柳生川、音羽川 
        

○洪水により重大又は相当な損害を生じる恐れがある※「中小河川」を                  
「洪水予報」又は「水位周知」河川として指定  

長良川
（国管理） 

    洪水予報 
    指定済み河川 
  

１５河川 

 H20.6.1 日光川、天白川、 
       境川、逢妻川  ４河川 

１河川 八田川 

    水位周知河川 
    指定済み河川 
   H20.6.1 八田川  １河川 

逢妻女
川 

五条川 

矢田川 
新川 

山崎川 
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※基準：流域面積概ね30km２、想定氾濫内人口5000人以上又は沿川にDIDを含む有堤河川を選定。 
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① 危険水位を超える可能性のある区間に
おいて、堤防が決壊した場合に想定される 

  浸水深をシミュレーション 

× 

② 堤防の決壊箇所を設定し、  

  浸水想定区域を重ね合わせて表示 

× 
× 

× 

洪水予報河川及び水位周知河川にお
いては、水防法に基づき、浸水想定
区域図を公表 

洪水浸水想定区域図 
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洪水ハザードマップ 

洪水ハザードマップの作成イメージ洪水ハザードマップの作成イメージ

○ 浸水想定区域図を基に、避難に関する情報を住民にわかりや  

  すく提供し、人的被害を軽減することを目的として作成 

（資料）国土交通省 

洪水ハザードマップのイメージ 
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洪水ハザードマップ 
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河川水位情報 

矢作川 
岩津 

矢作川 
高橋 

【はん濫危険水位】 
○洪水により相当の家屋 
 浸水等の被害を生じる 
 氾濫の恐れがある水位 

8.5m 6.8m 

【避難判断水位】 
○住民の避難判断の参考 
 になる水位 

7.8m 5.9m 

【はん濫注意水位】 
○住民の氾濫に関する情報 
 への注意喚起 

4.9m 2.7m 

矢作川（洪水予報河川）、逢妻川（洪水予報河川）、 

逢妻女川（水位周知河川）籠川（水位周知河川）  

逢妻 
女川 
千足 

籠川 
京町 

【はん濫危険水位】 
○洪水により相当の家屋 
 浸水等の被害を生じる 
 氾濫の恐れがある水位 

2.2m 2.95m 

【避難判断水位】 
○住民の避難判断の参考 
 になる水位 

1.9m 2.65m 

【はん濫注意水位】 
○住民の氾濫に関する情報 
 への注意喚起 

(1.80m) (2.10m) 
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矢作川の防災情報（矢作川）１／４ 
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矢作川の防災情報（矢作川）２／４ 

中部を選択 
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矢作川の防災情報（矢作川）３／４ 

中部－愛知県－豊田市を選択 
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矢作川の防災情報（矢作川）４／４ 
矢作川 豊田市内（水位計、カメラ等） 矢作川 豊田市内（洪水浸水想定区域図） 

豊田市内雨量情報や矢作川の水位計やカメラ、洪水浸水想定区域を閲覧できる。 
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愛知県川の防災情報（籠川、逢妻女川など） 

【提供情報】 
雨量、県管理河川の水位 
県管理河川のカメラ画像  など 
※国土交通省 川の防災情報（矢作川） 



愛知県 みずから守る防災情報メールサービス 

【配信情報】 
 指定河川洪水予報、水位周知河川情報（籠川、逢妻女川）、 
土砂災害警戒情報、気象情報、地震情報など 
※矢作川については、水位情報は配信していません。 

こちらは愛知県です。 
水位周知情報をお知らせします。 
 ---------------------- 
 9月25日 3時30分 
  
 五条川 曽野水位観測所（岩倉市）で避
難判断水位に到達 
 五条川流域の１時間後予測雨量は
8.0mm 
  
 ---------------------- 
 ■メール配信の変更・解除 
 (空メール送信先) 
 変更⇒ 
 ml-entry-aichi@mail.kasen-owari.jp 
 解除⇒ 
 ml-remove-aichi@mail.kasen-owari.jp 
 ---------------------- 
 ※このメールには返信できません 

こちらは愛知県です。 
気象情報（警報・注意報）をお知らせし
ます。 
 ---------------------- 
 9月24日 16時38分 
  
 名古屋市 
  大雨注意報 発表  
  洪水注意報 発表  
  
 ---------------------- 
 ■メール配信の変更・解除 
 (空メール送信先) 
 変更⇒ 
 ml-entry-aichi@mail.kasen-owari.jp 
 解除⇒ 
 ml-remove-aichi@mail.kasen-owari.jp 
 ---------------------- 
 ※このメールには返信できません 

配信メール例 
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テレビ（データ放送）で見る（ＮＨＫとメーテレのみ） 
 

①デジタルテレビのリモコンの
「ｄ」 
ボタンを押す。 

②「防災・生活情報」を選択 

③「河川水位・雨量情報」を選択 ④水位観測所の水位と雨量情報が表示 
  矢作川（岩津水位観測所）表示 76 



河川水位と洪水予報と避難情報の関係 

豊田市 地域防災計画より抜粋 
・避難勧告又は避難指示の基準の一般的
明示 
○矢作川はん濫警戒情報が発せられ、高橋観測点
の水位が氾濫危険水位を超えるおそれがあるとき 
○河川の上流が水害を受け、下流地域に危険があ
る時 
○避難の必要を予想される各種気象警報が発せら
れる時など 
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緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信 

78 

～平成29年5月1日から矢作川で洪水情報が配信～ 

国土交通省報道資料（一部改変）http://www.cbr.mlit.go.jp/toyohashi/bohsai/suibou/push.pdf 



３（３）災害時の情報収集・伝達手段 

市からの避難情報 



豊田市の指定緊急避難場所・避難所 

市の指定緊急避難場所・避難所 

• 指定緊急避難場所（105箇所） 

  切迫した災害の危険から命を守るために避難する場所 

• 指定避難所（115箇所） 

  災害発生後、施設の安全が確認された後に被災者が生活する場所 

避難場所・避難所の場所は市HP、地震ハザードマップ、とよたアイマップ等
で確認することができます。 

豊田市地震ハザードマップ 避難所看板 



市からの情報伝達手段 

 
 

市からの情報伝達手段 

 防災行政無線（自治区放送施設との接続も可） 

 豊田市ホームページ 

 CATV（ひまわりネットワーク） 

 コミュニティFM（ラジオ・ラブィート78.6MHｚ） 

 そのほかテレビやラジオのニュース 

 緊速報急メール、エリアメール 

 緊急メールとよた 

 Yahoo！防災速報（スマートフォン向けアプリ） 

 防災ラジオ 



緊急メールとよた 

 豊田市の登録制メール配信サービス 

 登録無料 

 必要な情報を選択可能 

    □地震情報（市内で観測した震度情報） 

    □気象注意報・警報・特別警報 

  □土砂災害警戒情報 

  □竜巻注意情報 

  □指定河川洪水予報情報 

  □国民保護情報（テロ・ミサイル発射等） 

  □防犯情報 

        ※避難情報は登録者全員に配信されます。 

ミサイル発射情報 

  

ミサイルが○○に

向け発射されまし

た。ミサイルの一

部が○○地方に落

下する可能性があ

ります。・・・ 

緊急メールとよた 
QRコード 



Yahoo!防災速報（スマートフォン向けアプリ） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 登録無料！ 

 地域を設定するだけで、災害時にプッシュ通知でお知らせ！ 

 国内最大３地点に加えて、位置情報で現在地へ通知するため、
どこにいても安心！ 

 上記の情報以外に、自治体からの災害関連の重要な情報も届
きます。 



市からの避難情報 

 



４ 作成した計画の提出方法について 



計画の提出方法 ① 

• 計画を作成したら → 市へ報告することとなります。 

＜提出方法＞ 

（１）新規で計画を作成した場合 

  様式「避難確保計画作成（変更）報告書」 ＋ 作成した「避難確保計画」
２部を担当課（各施設所管課）へ提出 

 ※ 報告用の様式は市HP「要配慮者利用施設における避難確保計画
の作成等について」 → 「６ 避難確保計画の提出」に掲載 

 ※ 各施設の提出先は市HP「要配慮者利用施設における避難確保計
画の作成等について」 → 「２ 対象施設」に掲載されている資料内に
記載 

 ※ 提出された計画は施設所管課、防災対策課で内容を確認し、必要
に応じて修正等を実施後に各施設所管課から作成者へ返送します。
返送は計画提出後約１～２週間後となる見込みです。 

 

 



計画の提出方法 ① 

• 計画を作成したら → 市へ報告することとなります。 

＜提出方法＞ 

（２）消防計画に追記して作成した場合 

  様式「消防計画作成（変更）届出書（避難確保計画用）」 ＋ 作成した
「消防計画」２部を消防本部 予防課へ提出 

 ※ 届出書の様式は市HP「要配慮者利用施設における避難確保計画
の作成等について」 → 「６ 避難確保計画の提出」に掲載 

 ※ 消防本部、防災対策課で内容を確認し、必要に応じて修正等を実
施後に防災対策課から作成者へ返送します。返送は計画提出後約１
～２週間後となる見込みです。 

 



計画の提出方法 ③ 

＜提出期限＞ 

 各施設の提出先への提出を11月30日（金）までにお願いします。 

避難確保計画作成(変更)報告書 作成した避難確保計画 



５ 今後の取組事項について 



今後の取組予定 

【計画作成に係る今後の取組予定】 

・ 今回の説明会資料を市HPに掲載します 

 【掲載先】トップページ > くらしの情報 > 防災・防犯 > 防災 > 要配慮者利用施
設における避難確保計画の作成等について 

 

・ いただいた質問とその回答を市HPに掲載します。 

  問合せで受けた質問とその回答を市HPに掲載しますので、計画作成の参考に活
用ください。本日の説明会の内容に関する質問は電話または配布資料の「質問シー
ト」にて受け付けます。 

 

・ オープンハウス方式による作成支援・相談会を開催します 

  【日時】 平成30年11月12日（月）、21日（水） 

 【時間】 午前10時～午後４時 【会場】 豊田市役所 東大会議室 ３・４ 

 【内容】  会議室内に相談ブースを５～６箇所設け、計画作成の個別 相談に応じ
ます。ブースにはPC、プリンター等も設置し、その場で計画作成・提出まで実
施できる機会とする予定です。 

 ※時間、内容は変更となる可能性があります。詳細については改めて連絡します。 
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本件に関する問い合わせ窓口等 

内 容 問合せ先 TEL 

浸水想定区域の指定状況
等に関すること 

愛知県河川課 管理G、企画G 
豊田市河川課 

052-954-6552 
34-6672 

土砂災害警戒区域の指定
状況等に関すること 

愛知県砂防課 企画・防災G 
愛知県豊田加茂建設事務所 
維持管理課 
豊田市土木管理課 

052-954-6560 
35-9319 
 
34-6644 

計画の作成に関すること 豊田市防災対策課 34-6750 

計画の提出に関すること 各施設所管課 

＜問合せ先＞ 

＜関連資料・様式等掲載先＞ 

 豊田市HP 「要配慮者利用施設における避難確保計画の作成等について」 

  国土交通省 HP 「要配慮者利用施設の浸水対策」 


